
令 和 ４ 年 度 第 ３ 回 

 

宇 都 宮 市 国 民 健 康 保 険 運 営 協 議 会 

 

会  議  次  第 

                      日 時  令和５年１月１２日（木） 

                           午後４時３０分～ 

                      会 場  教育センター１階 

コミュニティホール 

 

１ 開  会 

 

     委員紹介 

     会議録署名委員の選出 

 

２ 議  事 

 

     協議事項 

     ・協議第１号  国民健康保険税の課税限度額の見直しについて・・資料１ 

    【本日，御協議いただきたい点】 

     課税限度額について，本市では政令の課税限度額が改正された翌年度に引上

げを行ってきたが，令和４年３月の政令の改正に合わせて，政令と同額に引き

上げることとしてよろしいか御協議いただきたい。 

   【事務局案】 

課税限度額を９９万円から１０２万円に引き上げる。 

 

・協議第２号  国民健康保険税の税率等の見直しについて ・・・資料２ 

【本日，御協議いただきたい点】 

     税率について，被保険者は物価高騰の影響を大きく受けており，更なる負担

を求める状況にないことから，令和５年度の税率については据え置きとし，財

政安定化支援事業分の繰入を実施することとしてよろしいか御協議いただきた

い。 

   【事務局案】 

令和５年度の税率は据え置きとし，財政安定化支援事業分の繰入を実施する。 

 

     そ の 他 

 

３ そ の 他 

 

４ 閉  会 
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協議第１号 

国民健康保険税の課税限度額の見直しについて 
 
１ 令和３年度答申の内容 

令和４年度税制改正において，地方税法施行令（以下「政令」という。）が改正

された場合は，令和５年度の課税限度額の見直しについて，本協議会において検討

する。 

  ⇒ 政令改正済（令和４年３月３１日公布 ４月１日施行） 

 

２ 課税限度額の趣旨 
保険税は，負担能力に応じた公平なものである必要があるが，政令においては，

受益との関連において，被保険者の納付意欲に与える影響や，制度及び事業の円滑

な運営を確保する観点から，被保険者の保険税負担に一定の限度を設けており，そ

の範囲内で市町村は課税限度額を設定している。 
※ 本市の令和４年度課税限度額：９９万円 

（医療保険分６３万円，後期高齢者支援金分１９万円，介護納付金分１７万円） 

 
３ 課税限度額の政令改正動向 …別紙１参照 

〔平成３１年度税制改正（平成３１年３月３１日公布 ４月１日施行）〕 

・ 医療保険分を５８万円から６１万円に引き上げる。      

・ 後期高齢者支援金分は１９万円で据置き。  

・ 介護納付金分は１６万円で据置き。         合計９６万円 

 

〔令和 ２年度税制改正（令和２年３月３１日公布 ４月１日施行）〕 

・ 医療保険分を６１万円から６３万円に引き上げる。 

・ 後期高齢者支援金分は１９万円で据置き。  

・ 介護納付金分を１６万から１７万円に引き上げる。  合計９９万円 

 

〔令和 ４年度税制改正（令和４年３月３１日公布 ４月１日施行）〕 

・ 医療保険分を６３万円から６５万円に引き上げる。 

・ 後期高齢者支援金分は１９万円から２０万円に引き上げる。  

・ 介護納付金分は１７万円で据置き。         合計１０２万円 

 

【参考】国が示す課税限度額の在り方 

これまでの被用者保険におけるルール（*）とのバランスを考慮し，課税  

限度額到達世帯の割合が１.５％に近づくよう段階的に引き上げていく。 

＊ 最高等級の標準報酬月額に該当する被保険者世帯の割合が 0.5～1.5％の間と

なるように法定されている。 

 

資料１ 
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４ 本市の課税限度額見直しについての考え方 …別紙２参照 

・ 課税限度額を超える高所得世帯については，中低所得世帯に比べて所得に対す

る負担割合が低く抑えられている状態であり，課税限度額の引上げにより高所得

世帯の負担能力に応じた賦課となるため負担の公平が図られる。 

・ 本市では，政令の課税限度額が改定（例年３月）された翌年度に本協議会へ諮

り，議会の承認を経た後，本市の課税限度額を引き上げ，政令と同額としてきた。 

  ※ 令和４年度，政令と同額（１０２万円）の中核市は，５２／６２市（８４％） 
 
５ 現行税率下での課税限度額の見直しに伴う影響 …別紙３－１，３－２参照 

・影響を受ける世帯数    → 約１，２００世帯 

全世帯（約６８，５００世帯）の約１．８％ 

・対象世帯への影響額    → １世帯平均 約２４，０００円の増加 

・課税額への影響      → 約２，９００万円の増加  

 

【図表１】課税限度額の見直しに伴い影響を受ける世帯イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
６ 対応（案）  

高所得者世帯にとって負担増となるものの，応能負担の考え方や公平性の確保の 

観点から，課税限度額を見直し，政令と同額となる引上げを行う。 

 

政令（地方税法施行令の一部改正：令和４年３月３１日公布 ４月１日施行）  

課税限度額：１０２万円 

（医療保険分６５万円，後期高齢者支援金分２０万円，介護納付金分１７万円） 

課税限度額見直しの 
影響を受ける世帯数 
約１，２００世帯 

（全体の約１．８％） 

課税限度額１０２万

課税限度額９９万円 

１０２万円課税限度額
到 達 世 帯

課税限度額見直しの 
影響を受けない世帯数 
約６７，３００世帯 

（全体の約９８．２％）

見直し 
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 課税限度額の見直しと該当世帯割合の状況（令和４年度（推計）） 

区分 

改正前 改正後 

国の方針課税 

限度額 

該当 

世帯割合 

課税 

限度額 

該当 

世帯割合 

医療 

保険分 
６３万円 １．８６％ ６５万円 １．７６％ 

１．５％

後期高齢者

支援金分 
１９万円 ２．０５％ ２０万円 １．８６％ 

介護 

納付金分 
１７万円 １．０５％ １７万円 １．０５％ 

計 ９９万円 １．６８％ １０２万円 １．５８％ 

「第１４６回社会保障審議会医療保険部会」資料から

 
※ 医療給付費の増加が見込まれる中で，医療保険分２万円，後期高齢者支援金分 

１万円を引き上げ，介護納付金分は据え置いた。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別紙１ 
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〔課税限度額改定の経緯（平成 20 年度以降）〕      【単位:万円】 

年度 

医療保険分 後期高齢者支援金分 介護納付金分 

地方税法

施行令改正
宇都宮市

地方税法 

施行令改正
宇都宮市 

地方税法 

施行令改正 
宇都宮市

H20※ 47 47 12 12 9 9 

H21 ↓ ↓ ↓ ↓ 10 ↓ 

H22 50 ↓ 13 ↓ ↓ 10 

H23 51 50 14 13 12 ↓ 

H24 ↓ 51 ↓ 14 ↓ 12 

H25 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ 

H26 ↓ ↓ 16 ↓ 14 ↓ 

H27 52 ↓ 17 16 16 14 

H28 54 52 19 17 ↓ 16 

H29 ↓ 54 ↓ 19 ↓ ↓ 

H30 58 ↓ ↓ ↓ ↓ ↓ 

H31（R1） 61 58 ↓ ↓ ↓ ↓ 

R2 63 61 ↓ ↓ 17 ↓ 

R3 ↓ 63 ↓ ↓ ↓ 17 

R4 65 ↓ 20 ↓ ↓ ↓ 

R5（案） ↓ 65 22 20 ↓ ↓ 

※後期高齢者支援金分は平成 20 年 4 月創設 

別紙２ 



モデルケースにおける課税額の比較
（単位：円）

課税額
対所得
比率

課税額
対所得
比率

医 399,100 医 399,100

後 159,000 後 159,000

介 132,100 介 132,100

医 526,300 医 526,300

後 190,000 後 200,000

介 170,000 介 170,000

医 630,000 医 650,000

後 190,000 後 200,000

介 170,000 介 170,000

医 425,000 医 425,000

後 168,800 後 168,800

介 142,600 介 142,600

医 552,200 医 552,200

後 190,000 後 200,000

介 170,000 介 170,000

医 630,000 医 650,000

後 190,000 後 200,000

介 170,000 介 170,000

医 450,900 医 450,900

後 178,600 後 178,600

介 153,100 介 153,100

医 578,100 医 578,100

後 190,000 後 200,000

介 170,000 介 170,000

医 630,000 医 641,700

後 190,000 後 200,000

介 170,000 介 170,000
　　※網掛けは課税限度額到達分

○　上記モデルケースでは，課税限度額の引き上げにより

11.2 21,700
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　・所得額６００万円では，どの世帯でも課税額の変更はない。
　・所得額８００万円では，どの世帯でも後期高齢者支援分が増額となる。
　・所得額１０００万円では，どの世帯でも医療保険分と後期高齢者支援分が増額し，課税限度額に到達する。
　　※３人世帯では所得額９００万円の世帯で，医療保険分と後期高齢者支援分が増額となる。

３人世帯

782,600

９００万円 990,000 11.0 1,011,700

13.0 0

８００万円 938,100

１，０００万円 990,000 9.9 1,020,000 10.2

11.7 948,100 11.9 10,000

６００万円 782,600 13.0

11.4 922,200 11.5 10,000

30,000

10.2 30,000

２人世帯

６００万円 736,400 12.3 736,400 12.3 0

８００万円

１人世帯

１，０００万円 990,000 9.9 1,020,000

912,200

0

８００万円 886,300 11.1 896,300 11.2 10,000

６００万円 690,200 11.5 690,200 11.5

世帯内
被保険者数

所得額

現行（９９万円） 改定後（１０２万円）

増加額
区分ごとの

課税額
区分ごとの

課税額

別紙３－１



モデルケースにおける課税限度額に到達する所得額の比較

（単位：万円）

世帯内
被保険者数

医療保険分
後期高齢者
支援金分

介護納付金分

課税限度額到達所得額 ９６３ ７２２ ７８３

（給与収入換算額） （１，１５８） （９１７） （９７８）

課税限度額到達所得額 ９９５ ７６１

（給与収入換算額） （１，１９０） （９５６）

課税限度額到達所得額 ９２３ ６８３ ７３２

（給与収入換算額） （１，１１８） （８７８） （９２７）

課税限度額到達所得額 ９５４ ７２３

（給与収入換算額） （１，１４９） （９１８）

課税限度額到達所得額 ８８２ ６４５ ６８２

（給与収入換算額） （１，０７７） （８３９） （８７７）

課税限度額到達所得額 ９１３ ６８４

（給与収入換算額） （１，１０８） （８７９）
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現行
９９万円

改定試算
１０２万円

現行
９９万円

改定試算
１０２万円

２人世帯

３人世帯

〃

〃

区分

現行
９９万円

改定試算
１０２万円

１人世帯

〃

別紙３－２
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国民健康保険税の税率等の見直しについて 

 

１ 国民健康保険財政の仕組み 

 国民健康保険（以下「国保」という。）は，特別会計で経理されており，国

保事業費納付金（以下「納付金」という。）や保健事業費及び保険給付費など

の国保事業に要する経費を，国・県・市からの公費と被保険者から徴収する保

険税で賄うことを基本としている。 
 
【図表１】国保特別会計のイメージ 

歳出項目 歳入項目 

納付金 

保険税 

保険者努力支援制度交付金 
特別調整交付金等 

保健事業費（特定健診等事業費など）

 
 

 

【図表２】本市の納付金の金額の推移           （単位：百万円） 

年 度 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ Ｒ４ 

納付金額 １５，８４２ １４，６８２ １３，８２２ １３，２０５

前 年 比 １，４２３ ▲１，１６０    ▲８６０ ▲６１７
 

２ 市国保運営協議会への諮問 

・ 税率は，平成２６年度に改定して以来，据え置きとしている。 

・ 令和３年度の諮問の際には，新型コロナウイルス感染症の動向や経済・雇

用情勢によって被保険者が受ける影響について２年間見通しての答申が困

難なことから，見直しの対象を令和４年度の単年度とし，令和５年度の税率

は，本年度改めて検討すべきとの答申を受けた。 

  ⇒ 本年度は令和５年度の単年度の税率の見直しとなる。 
 
【図表３】現行保険税率 

 医療保険分 後期高齢者支援金分 介護納付金分 

所得割額 
6.36％

(6.90％)

2.55％

(2.58％)

2.07％

(2.36％)

均等割額 
25,900 円

(29,426 円)

9,800 円

(10,700 円)

10,500 円

(11,988 円)

平等割額 
19,000 円

(20,265 円)

7,200 円

(7,369 円)

6,400 円

(6,242 円)

課税限度額 630,000 円 190,000 円 170,000 円

  ※ （  ）は令和４年度の標準保険税率 

標準保険税率とは，県から示された納付金を賄うことができる税率に

ついて，県内統一の算定基準により算出したもの 

資料２ 
協議第２号 

都 道 府 県 が 決 定

保険給付費 支出（同額） 保 険 給 付 費 交 付 金 

納付金等に応じた

税率等の検討 

「保険給付費」分が全額県から交付

国・県から交付 
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３ 本市国保の現状 

・ 国保では，被保険者の高齢化，医療技術の高度化などにより１人当たりの

医療費が増加傾向であり，被保険者に保険税負担能力の低い無職者や低所得

者が多いことから，財政基盤が脆弱であるという構造的な問題を抱えている。 

 

・ 本市では，市の福祉政策に基づく一般会計からの法定外繰入のほか，保険

者の責めに帰さない要因（医療保険制度改革や無所得者が多いといった制度

の構造的な問題）による財政負担等に対応するための財政安定化支援事業分

の繰入をやむを得ず実施している。 

 

・ 本市では，財政安定化支援事業分の繰入を縮減するため，「第２次国保経

営改革プラン」に基づき，歳入の確保につながる保険税収納率の向上や歳出

抑制につながる医療費の適正化などの各種施策を実施している。 

 

【図表４】財政安定化支援事業分の繰入の推移      （単位：百万円） 

年 度 Ｒ元 Ｒ２ Ｒ３ 
Ｒ４ 

（見込） 

金 額 １，５５９ ７５９ ３０４ ３１３

 

４ 国保会計の収支見通し 

   収支見通しの前提条件 

・ 前提条件となる被保険者数は，過去３年間の傾向と団塊の世代の後期高

齢者医療制度への移行による影響等の特殊要因を踏まえ算出 

・ 主な歳出の保険給付費は，１人当たり保険給付費の伸び率を踏まえ算出 

・ 主な歳入の保険税は，直近の決算や令和４年度当初課税状況等を踏まえ

算出 

 

   収支見通しの結果 

【図表５】令和５年度の収支見通し    （単位：百万円） 

区 分 歳 出 歳 入 差 額 

金 額 ４６，９８９ ４６，５９９ ▲３９０

・ 令和５年度の収支見通しは，財政安定化支援事業分繰入を行わない場合，

歳入に対し歳出が約３億９千万円上回る見込となる。・・・別紙１参照 

※ 歳出が上回る分を保険税で賄う場合 

１人当たり保険税額：１０２，０３１円（４，５７４円の増） 

 

５ 対応（案） 

  外部環境の変化を踏まえた税率の見直し 

 ア 新型コロナウイルス感染症 

収束は，未だ不透明な状況ではあるが，ワクチンの接種回数が進むとと

もに，感染症対策を行いながら社会経済活動を維持・継続する取組により，

被保険者の所得等は，新型コロナ感染拡大前の状況に戻りつつある中，第

８波に入り，感染者数が再び増加しており，所得等に影響が生じる懸念が

ある。 
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イ 物価高騰・・・別紙２ 参照 

世界情勢の悪化に伴う原油などのエネルギー価格の高騰や円安などの

影響により，物価高騰が続いており，本市では水道基本料金を２か月無料

としたことに加え，「原油価格・物価高騰に対する総合的な経済対策（第２

弾）」を決定し，事業者支援に取り組むほか，国では物価高騰対策を柱とす

る「物価高克服・経済再生実現のための総合経済対策」などの対応策を打

ち出しているが，収束に向けた動向を注視する必要がある。 

 

ウ 低所得者負担・・・別紙２ 参照 

日本銀行が公表した「経済・物価情勢の展望」リポートでは，所得が低

い家計ほどエネルギーや食料品の多くを含む基礎的支出が消費支出に占

めるウエイトが高く「直面する物価上昇率が高くなっている」との指摘が

ある。 

 

⇒ エネルギー価格の高騰や円安などの影響による物価の上昇が続き，低 

所得者が多い国保の被保険者が受ける負担感はより高まっており，国など

による経済対策の動きはあるものの，被保険者に更なる負担を求め得る状

況にないことから，令和５年度の税率については，据え置きとする。 

 

※ 令和５年度の保険税率を据え置いた際の対応については，財政健全化

に向けた歳入確保や歳出抑制の更なる強化を徹底した上で，令和５年度

も，保険者の責めに帰さない要因による財政負担等に対応するための財

政安定化支援事業分の繰入を実施する。 

 

  財政健全化に向けた歳入確保及び歳出抑制の更なる強化(案) 

 ・・・別紙３参照 

 

本市では，収納率の向上を図るため，先進中核市の取組について調査・分

析を行い，本市の取組内容と照らし合わせ，改善を図るための効果的な対策

について検討を行い，取組を強化した。 

 

ア 口座振替の加入強化 

「口座振替の原則化」に係る要綱を制定して，国保新規加入者や既存の

被保険者に対して，窓口等において「口座振替の原則化」の文言が入った

チラシなどを活用し，口座振替の加入勧奨を強化する。 

 

イ 滞納者の状況把握の徹底 

高額滞納者や長期滞納者に加えて，現年度滞納者に対しても，「預貯金

調査の電子化」の活用などにより，財産や生活状況の調査を行い，滞納者

の状況把握を徹底する。 

 

ウ 差押処分の強化 

納付資力がある場合は，換価性の高い預貯金を中心に，給与，生命保険，

年金等についても積極的に調査を行い，差押件数の増加を図る。 
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エ 納付資力のない者への早期の対応 

納付資力のない滞納者に対しては，現年度分からの早期の納付相談に 

応じ，執行停止が適当な場合は，過年度分はもとより現年度分も含めた執

行停止を速やかに実施する。 

 

オ 医療費の適正化（歳出抑制） 

特定健診の受診勧奨や受診行動のデータ分析をＡＩを活用して継続す

るとともに，高額な医療費を抑制するため糖尿病性腎症重症化予防事業

の受診勧奨を強化するなど，１人当たりの医療費の増加の抑制を図る。 

 

６ 今後のスケジュール（予定） 

  令和５年 ２月 ２日  第４回国保運営協議会 

※答申書（案）について 

          ９日  答申書手交式 



１ 収支見通しの推計方法 
 

 項目 推計方法等 

１ 

収
支
試
算
の
前
提
条
件 

○ 被保険者数・

世帯数 

○ 歳出の保険給付費や歳入の保険税等，各種項目の推計の

基本となる数値 

 

被保険者数 

○ 過去 3 か年の傾向と以下の特殊要因を踏まえ算出 

 

 ・ 後期高齢者医療への移行による減少数は令和 5 年度に

移行が見込まれる年齢の被保険者数を反映 

 

 ⇒ 団塊の世代の後期高齢者医療への移行による被保険

者数の減少の影響により，令和 5年度に 5,700 人減少 

世帯数 ○ 被保険者数，1 世帯当たりの被保険者数の相関から算出 

２ 

各
項
目
の
推
計 

  主な歳出   

 

保険給付費 

(★) 

○ 1 人当たり保険給付費の伸び率等を踏まえ算出 

 

⇒ 1 人当たり保険給付費の増加が見込まれるものの，被

保険者数の減少に伴い，令和 5 年度に約 1.5 億円減少 

国保事業費 

納付金 

○ 県から示された被保険者数や医療費，公費等の情報から

見込まれる額 

  主な歳入  

 

保険税 

(現年度)  

○ 課税額は決算状況や令和4年度当初課税額の状況を踏ま

え算出 

○ 収納率は過去3年の伸び率及び今後の収納対策の効果を

踏まえ算出 

 

 ⇒ 収納率は上昇が見込まれるものの，被保険者数の減少

に伴う保険税課税額の減少により，令和 5 年度に約 4.1

億円減少 ※過年度分は約 0.5 億円減少 

保険給付費等 

交付金 

○ 普通交付分(★)：保険給付費(出産育児諸費，葬祭費，

傷病手当金を除く)と同額 

○ 特別交付分  ：過去の交付実績を踏まえ算出 

(★)保険給付に係る費用は全額県が負担するため，収支には影響しない 

２　収支見通しの推計結果

■主な項目の推移

（単位：百万円）

令和3年度 令和4年度 令和5年度年度

財政安定化支援事業分繰入　…④

前年比

国保被保険者数〔全体〕　（人）
103,580 ▲ 2.1 98,700 ▲ 4.7 93,000 ▲ 5.8

区分 （実績） 前年比 （見込） 前年比 （推計）

１世帯当たりの被保険者数（人／世帯）
1.53 ▲ 1.2 1.51 ▲ 1.3 1.49 ▲ 1.2

国保世帯数　（世帯）
67,763 ▲ 1.0 65,400 ▲ 3.5 62,400 ▲ 4.6

歳出 33,321 ▲ 0.4

国保事業費納付金　(百万円)
13,822 ▲ 5.9 13,205 ▲ 4.5 12,682

保険給付費　(百万円)
33,529 5.2 33,470 ▲ 0.2

▲ 4.0

年度
令和3年度
(決算)

令和4年度
(決算見込)

令和5年度
(推計)区分

▲ 5.8

現年保険税収納率（％）
89.66 0.88 90.67 1.01 91.68 1.01

歳入
現年度保険税課税額　(百万円)

10,103 ▲ 2.3 9,621 ▲ 4.8 9,063

252 293 284

その他 836 934 702

歳
　
　
出

国保事業費納付金 13,822 13,205 12,682

保険給付費 33,529 33,470 33,321

保健事業費

歳　　出　　計　… 48,439 47,902 46,989

4,120 3,731

2,611 2,447 2,319

304 313

816 846 883

529 514

保険基盤安定繰入金 　…①

国保繰出基準に基づく繰入　…②

市の福祉政策に基づく繰入　…③

歳
　
　
入

529

保険給付費等交付金 34,078 34,055

保険税(現年度) 9,067 8,723 8,309

一般会計繰入金（＝①＋②＋③＋④）

33,837

その他(保険税過年度分　等) 1,034 1,004 722

4,260

歳　　入　　計　… 48,439 47,902 46,599

 と の差額 0 0 ▲ 390

見込額

本市国保財政の収支見通しについて 別紙１
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物価高騰などによる市民への影響 

  物価高騰 

※２０２０年（基準年）を１００とした指数 

※前年同月（１１月）比は３．９％の上昇 

 ・上昇に寄与した主な内訳・・・電気代，魚介類，調理食品 

  ⇒ 寄与した主な内訳については，総務省統計局が公表している小売物価

統計調査結果をもとに，栃木県が独自に算出したもの 

 

 

  低所得者負担 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⇒ 所得が低い世帯ほど年間収入に占める基礎的支出の割合が高く，前年度と

比較して物価上昇率が高くなっていることから，無職者や低所得者が多い国

保の被保険者の負担感が高まっている。 

 

別紙２ 

出典：令和４年７月２２日公表 日本銀行「経済・物価情勢展望」リポート 
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財政健全化に向けた主な取組の現状 

 ※ 先進中核市６市：盛岡市，松本市，佐世保市，大分市，鹿児島市，那覇市 

 世帯数 口座振替世帯 新規加入世帯
口座振替
加入率 

先進中核市
６市平均 

口座加入率

先進中核市
６市中最高
口座加入率

３年度 55,887 世帯 19,453 世帯 1,632 世帯 34.8％ 33.9％ 47.9％

２年度 56,921 世帯 19,539 世帯 1,674 世帯 34.3％ 34.5％ 47.8％

ア 口座振替の加入強化 

◆口座振替加入状況（各年度２月末現在） 

イ 滞納者の状況把握の徹底 

◆預貯金調査件数（pipitLINQ を令和４年２月に導入） 

 ４年度 
【11 月末現在】

３年度 ２年度 

件数 57,820 件 5,926 件 3,533 件

 
 

 

ウ 差押処分の強化 

◆差押件数・収納額（各年度３月末現在） 

 件数 
（うち債権）

収納額 
先進中核市６市平均件数 

（うち債権） 

４年度 
【11 月末現在】

486 件 
（486 件）

45,592 千円
－件 

（－件） 

３年度 
403 件 

（403 件）
42,916 千円

959 件 
（945 件） 

２年度 
213 件 

（212 件）
39,998 千円

869 件 
（861 件） 

 

 

 

 

 

 

 

※債権は，預貯金，生命保険，給与等 

エ 納付資力のない者への早期の対応 
◆差押以外の滞納処分時期（令和２年度） 

 執行停止後３年経過
時効，５年経過

又は５年超 
  計 

先進中核市 
６市平均 

140,254 千円
(64.4％)

77,415 千円
（35.6％）

217,669 千円
（100％）

宇都宮市 
32,069 千円
（9.7％）

300,907 千円
（90.3％）

332,976 千円
（100％）

 

オ 医療費の適正化（歳出抑制） 
◆特定健康診査受診率 

 対象者数 受診者数 受診率 
令和元年度中核市
平均受診率(※) 

３年度 70,340 名 19,634 名 27.9％
36.0％ 

２年度 72,875 名 18,857 名 25.9％

 

 

 
 

※新型コロナウイルス感染症の流行拡大前の受診率を記載 

◆糖尿病重症化予防事業 受診勧奨実績（各年度 3 月末現在） 

 対象者数 受診者数 受診勧奨回数 受診率 

３年度 96 名 64 名 266 回 66.7％

２年度 97 名 75 名 217 回 77.3％
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別紙３ 


